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    ２０２３年６月 20 日 

南海電気鉄道株式会社 

 

TCFD 提言に基づく情報開示 
 

南海電気鉄道株式会社（社長：岡嶋 信行）では、この度、「気候関連財務情報開示タスクフォース（ＴＣＦＤ）」 

の提言に基づく情報を開示しましたので、お知らせします。なお、気候変動に関するリスクと機会の特定並びに 

その分析については、２年目となる 2022 年度は当社、泉北高速鉄道㈱、南海不動産㈱、南海商事㈱の鉄道事

業及び、不動産・流通事業を対象としています。 

 

南海グループは、沿線エリアを中心に駅を拠点として、安全・安心・快適な輸送サービスを基軸に、住宅・オ

フィス・商業の開発など、生活のあらゆる場面でさまざまなサービスを組み合わせることで、「地球環境にやさし

い」「すべての世代の人々にやさしい」「自然災害に強い」まちづくりを進めています。 

近年、自然災害の激甚化等は年々影響を増しており、社会全体で気候変動への対応の重要性が急速に高

まっています。当社グループは、気候変動への対応を将来に渡っての事業継続のための重要な経営課題であ

ると認識し、気候変動から生じる、さまざまなリスクと機会の把握に努め、事業戦略と一体化していくための取

組みを行っています。 

また、2021 年９月に TCFD の提言に賛同し、その提言に基づいた情報開示を進めています。 

 

１． ガバナンス 

TCFD 提言に基づく気候変動対応を含むサステナビリティ施策をグループ全社で横断的に推進する組織とし

て、「サステナビリティ推進委員会」（年４回を目途に開催）を設置しています。本委員会が中心となって、事業

部門と連携しながら、CO2 排出削減に向けた目標設定や進捗状況のモニタリング、達成度評価（PDCA サイク

ル）の推進や、気候変動リスクの抽出、対応方法について議論を行っています。 

なお、サステナビリティ推進委員会の審議事項は、重要な事項については、取締役会に年２回報告していま

す。 

   

【当社グループ サステナビリティ推進体制】 
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２． 戦略 

 戦略面については、将来の気候変動の進展や経済社会の変化についてさまざまな可能性を想定し、気候変

動に関するリスクと機会の特定並びにその分析については、2022 年度は当社、泉北高速鉄道㈱、南海不動産

㈱、南海商事㈱の鉄道事業及び不動産・流通事業を対象とし、気候変動がそれらの事業に及ぼす可能性のあ

るリスク・機会の特定、及び重要度評価を実施しました。 

事業インパクトの大きさ等を考慮し、脱炭素社会への移行に伴うリスク・機会項目として「炭素価格、各国の

炭素排出目標・政策」、「電気・燃料価格、エネルギーミックスの変化」を、また気候変動がもたらす物理的リス

ク・機会項目として「異常気象の激甚化」を重要度評価「大」と設定しました。（分析は 1.5～２℃シナリオ及び

４℃シナリオについて行いました。） 

これらのリスク・機会については、各コア事業の部門のリスク管理体制の中で、かねてから対応を進めており

ます。例えば、鉄道事業における移行リスクへの対応については、省エネ車両の導入推進を、また、物理的リ 

スクへの対応については、山岳区間における斜面防災対策の強化などを行っています。 

今後、認識したリスク・機会に対して適切な対応策を講じることで、持続的な企業価値の向上と持続可能な

社会の実現の両立を目指します。 

 

【気候変動によるリスクと機会の分析内容と対応策の方向性】 

 （１）移行リスク  

 

※【共通】は鉄道事業、不動産・流通事業の両方で発生するもの 
※ 発生時期  短期:1 年、中期：2～4年、長期：5～15 年 
※ 対応策の方向性は実施検討中のものも含む 
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（２）物理的リスク   

 

（３）機会 

 

※【共通】は鉄道事業、不動産・流通事業の両方で発生するもの 
※ 発生時期  短期:1 年、中期：2～4年、長期：5～15 年 
※ 対応策の方向性は実施検討中のものも含む 
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（４）リスク・機会により想定される事業インパクトの定量化 

特定したリスク・機会の重要度評価において「大」と評価したものの中で、気温上昇のシナリオにおける将来

の客観的な予測データが公開されている項目について、2030 年の社会での当社、泉北高速鉄道㈱、南海不動

産㈱、南海商事㈱の鉄道事業及び不動産・流通事業を対象に事業インパクトを定量的に試算しました。 

その想定の前提となるシナリオについては、移行リスク・機会は気候変動に対し社会に積極的な対応が行わ

れる 1.5～２℃シナリオにより、また物理的リスクは 1.5～２℃シナリオ及び４℃シナリオにより試算しました。 

 

①想定される事業インパクト試算の前提条件 

 

※１ 大和川、紀ノ川流域を想定 
※２ なんば CITY、なんばパークス、なんば駅南海商事営業店舗を想定 

②想定される事業インパクト（財務インパクト） 

 

 

試算の結果、想定される気候変動の影響については、脱炭素社会への移行リスク・機会に起因する事業イ

ンパクトが算出されたとともに、物理的リスクの事業インパクトについては、４℃シナリオにおける影響額は、1.5

～２℃シナリオと比較し、およそ２倍の影響があることがわかりました。 

なお、いずれのシナリオとなった場合でも、事業インパクトは限定的であるものの、今後気候変動によるリス

クの最小化と機会の最大化を図るために、鉄道車両の更新をはじめとする CO2 削減施策の推進等、脱炭素社

会の実現に向けた取組みを行うことにより、気候変動に対してレジリエントな組織であり続けたいと考えていま

す。 
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３． リスク管理 

当社グループの事業等のリスクにつきましては、「リスク管理委員会」を設置するなど、グループ全体の総合 

的・一元的なリスク管理を行うことにより、当社グループの経営に重要な影響を与える可能性のあるリスクの回 

避または低減に努めております。 

また、気候変動リスクについては、「サステナビリティ推進委員会」を中心に、リスクの最小化と機会獲得に向 

けた各種方針・戦略の策定、取組みのモニタリングに関する管理を行う体制となっており、リスク管理委員会と 

連携しながら、定期的に気候関連リスク・機会の見直しを実施します。 

 

４． 指標と目標 

当社グループでは気候変動の緩和と移行リスクへの備えのため、事業活動の脱炭素化に向けた取組みを

行っており、スコープ１，２について「CO2 排出量を 2013 年度比 46％以上削減（2030 年度）」「2050 年の CO2

排出量実質ゼロ」を目標に掲げています。加えて、鉄道事業部門（当社及び泉北高速鉄道㈱）においては、

2030 年度には省エネ型車両の導入割合を 85.0％まで高めたいと考えています。 

当社グループは、鉄道車両の更新・再生可能エネルギーの活用等の CO2 排出量の削減に向けた取り組み

を通じて、持続可能な社会の実現に貢献していきます。 

 

当社グループの CO2 排出量の実績と削減目標、消費エネルギー構成イメージ並びに第三者保証取得状況

は、以下のとおりです。 

【当社グループの CO2 排出量の実績と削減目標】※ 

  

 

【CO2 排出量 2013 年度比 46％以上削減（2030 年度）に向けた当社グループの消費エネルギー構成イメージ】 

    

309,902 

234,679 

202,632 207,698 193,000 
211,000

167,100

2013（実績）2019（実績） 2020（実績）2021（実績）2022（見込）2024（目標） 2030（目標）2050（目標）

32％減 
46％減 

実質ゼロ 
0 

（t-CO2） ※実績及び削減目標の対象はスコープ１+２ 
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【当社グループの第三者保証取得状況】 

2021 年度実績のエネルギー起源 CO2 排出量（スコープ１，２）（範囲：当社及び連結子会社 54 社）について、

「南海電気鉄道株式会社及び連結子会社 54 社のエネルギー起源 CO2 排出量 算定報告書（2021 年度）」に

おいて第三者保証を受けています。 

 スコープ１ スコープ２ スコープ１＋２ 

2021 年度 エネルギー起源 

CO2 排出量（ｔ－CO2） 
79,189 128,509 207,698 

 
以 上 



2023年4月28日 

 

 

 

南海電気鉄道株式会社及び連結子会社54社の 

エネルギー起源ＣＯ₂排出量 算定報告書（2021年度） 

 

南海電気鉄道株式会社 

 

 

 

１．対象期間 

  2021年4月１日～2022年3月31日 

 

２．対象範囲 

  南海電気鉄道株式会社及び連結子会社54社（対象となる連結子会社名は、別紙参照） 

 

３．算定方法 

（１）スコープ１ 

    ・Scope１ＣＯ₂排出量 ＝ 燃料使用量×燃料の単位発熱量×排出係数（※1）×44/12 

    ※1燃料の単位発熱量、排出係数は「温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル（Ver.4.8）」 

     （環境省、経済産業省）の数値を使用 

但し、都市ガスについては、ガス供給会社の公表数値を使用 

 

（２）スコープ２ 

   ・Scope２ＣＯ₂排出量 ＝ 電気使用量×各電気事業者の基礎排出係数（マーケット基準）（※2） 

＋ 熱・蒸気使用量×単位発熱量×排出係数（※3） 

    ※2 環境省 温室効果ガス排出量 算定・報告・公表制度  

「電気事業者別排出係数一覧（令和4年提出用）」の数値を使用 

    ※3 熱・蒸気の単位発熱量、排出係数は「温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル（Ver.4.8）」 

     （環境省、経済産業省）の数値を使用 

 

４．算定結果 

 2019年度 2020年度 2021年度 ☑ 

エネルギー起源 Scope１＋２ 

ＣＯ₂排出量（ｔ-CO₂） 
234,679 202,632 207,698  

 

  （スコープ別内訳） 

 Scope１ ☑ Scope２ ☑ Scope１＋２ ☑ 

2021年度 エネルギー起源 

  ＣＯ₂排出量（ｔ-CO₂） 
79,189   128,509 207,698  

 

2021年度の ☑ の付されたデータにつきましては、第三者保証を受けています 

 

以 上 

 

 

 

 



（別紙） 

 

■運輸業 

  鉄道事業：泉北高速鉄道（株）※ 

  軌道事業：阪堺電気軌道（株） 

  バス事業：南海バス（株）／ 和歌山バス（株）／ 南海りんかんバス（株）／ 関西空港交通（株）／ 

熊野御坊南海バス（株）／ 徳島バス（株）／ サザンエアポート交通（株）／ 

和歌山バス那賀（株）／ 南海ウイングバス金岡（株）／ 

南海ウイングバス南部（株） ／ 四国交通（株）／徳島バス阿南（株）／ 

徳島バス南部（株） 

  海 運 業：南海フェリー（株） 

  貨物運送業：（株）南海エクスプレス ／ サザントランスポートサービス（株） 

  車両整備業：南海車両工業（株） 

 

■不動産業 

不動産賃貸業：泉北高速鉄道（株）※ ／（株）大阪府食品流通センター 

  不動産販売業：南海不動産（株） 

 

■流通業 

  ショッピングセンターの経営：（株）パンジョ ／（株）パンジョイズ 

  駅ビジネス事業：南海商事（株）／ 南海エフディサービス（株）／ 南海フードシステム（株）／ 

泉鉄産業（株） 

  その他：（株）アビック ／ 南海フェリー商事（株） 

 

■レジャー・サービス業 

  旅行業：（株）南海国際旅行 ／（株）徳バス観光サービス ／（株）南紀観光ホールディングス 

  ホテル・旅館業：（株）中の島 

  ボートレース施設賃貸業：住之江興業（株） 

  ビル管理メンテナンス業：南海ビルサービス（株）／（株）南海ハートフルサービス／ 

（株）クラカタ商事 ／ ライフコミュニティ（株） 

  葬祭事業：南海グリーフサポート（株） 

  その他：南海ゴルフマネジメント（株）／（株）アド南海 ／ 南海印刷（株）／ 

熊野観光開発（株）／南海保険サービス（株）／ 南海ライフリレーション（株）／ 

住興商事（株）／（株）スミノエマリンシステム 

 

■建設業 

  南海辰村建設（株）／（株）日電商会／ 南海建設興業（株）／ 日本ケーモー工事（株） 

 

■その他の事業 

  南海マネジメントサービス（株）／（株）シーエス・インスペクター ／（株）南海リサーチ＆アクト 

 

※ 泉北高速鉄道（株）は、運輸業、不動産業の各セグメントに含まれています。 

 

以上 




